
農林水産省 





番号 制度名

農水01 農業経営基盤強化準備金及び農用地等を取得した場合の課税の特例

農水02 農業競争力強化支援法に基づく事業再編計画の認定を受けた場合の事業再編促進機械等の割増償却

農水03 振興山村において農林水産物加工施設等を取得した場合の割増償却

 農林水産省

-209-



（評価実施府省：農林水産省）
【適用状況】

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 H19 区分 延長

【基本情報】

　従前どおり

＜令和3年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R2農水01-1）

 租税特別措置法第61条の2、第68条の64

評価対象税目

平成30年度時点

令和元年度税制改正以後

令和2年度税制改正以後

措置内容

 制度名
（措置名）

 措置の適用期限を令和5年3月31日まで2年間延長する。

過去の政策評価の実績

 農業経営基盤強化準備金及び農用地等を取得した場合の課税の特例
 （農業経営基盤強化準備金）

 　認定農地所有適格法人が、交付金等の交付を受けた場合において、認定計画に従って行う農業経営基盤強化に
要する費用の支出に備えるため、一定の金額を準備金として積み立てたときは、積立額の損金算入ができる。

   経営所得安定対策等の交付金の交付を受けた農業者に対し、本特例を措置することにより、農業経営の基盤を
強化するための農業用固定資産への投資を促進し、競争力のある経営体の育成･確保を図ること。

義務対象 努力義務対象

　従前どおり

   H22農水23、H24農水02、H26農水
06、H27農水02、H28農水08、H29農
水01、R1農水02

H23 1,349 9,697,754 5.9% 1,349,907

H24 1,640 12,382,363 6.3% 1,648,207

H25 1,583 10,455,278 5.8% 1,379,514

H26 1,310 8,535,737 9.5% 1,127,061

H27 2,122 16,480,326 5.7% 2,062,241

H28 2,903 22,239,883 4.0% 2,648,950

H29 3,165 23,864,495 3.4% 2,832,048

H30 2,863 18,678,998 4.2% 2,217,312

適用件数
（法人税・件）

適用総額
（法人税・千円）

適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

地方税への影響額
（地方法人二税・地方
法人特別税・千円）

※「適用件数」、「適用総額」及び「適用額の上位10社割合」は、　「租税特別措置の適用実
態調査の結果に関する報告書」（財務省）に基づき記載

※「地方税への影響額」は、「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告
書」（総務省）に基づき記載

【R2 農水01】-210-



【R2 農水01】

-211-



【R2 農水01】-212-



-213-

【R2 農水01】



（評価実施府省：農林水産省）
【適用状況】

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 H19 区分 延長

   措置の適用期限を令和5年3月31日まで2年間延長する。

過去の政策評価の実績

   農業経営基盤強化準備金及び農用地等を取得した場合の課税の特例
   （農用地等を取得した場合の課税の特例）

 　農業経営基盤強化準備金を積み立てている法人（農業経営基盤強化準備金の積立てができる法人を含む。）
が、認定計画に従って農用地又は特定農業用機械等の取得等をした場合には、準備金の益金算入額等の範囲内
で圧縮記帳ができる。

   経営所得安定対策等の交付金の交付を受けた農業者に対し、本特例を措置することにより、農業経営の基盤を
強化するための農業用固定資産への投資を促進し、競争力のある経営体の育成･確保を図ること。

義務対象 努力義務対象

 　従前どおり

   H22農水23、H24農水02、H26農水
06、H27農水02、H28農水08、H29農
水01、R1農水02

【基本情報】

　 従前どおり

＜令和3年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R2農水01-2）

   租税特別措置法第61条の3、第68条の65

評価対象税目

平成30年度時点

令和元年度税制改正以後

令和2年度税制改正以後

措置内容

   制度名
（措置名）

H23 655 4,549,331 7.2% 633,291

H24 823 6,099,943 7.3% 811,851

H25 956 7,348,401 9.3% 969,566

H26 947 6,889,448 6.9% 909,595

H27 974 7,249,374 6.4% 907,140

H28 1,304 10,499,803 8.0% 1,250,616

H29 1,724 14,307,507 5.0% 1,697,855

H30 1,970 16,821,714 5.4% 1,996,843

適用件数
（法人税・件）

適用総額
（法人税・千円）

適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

地方税への影響額
（地方法人二税・地方
法人特別税・千円）

※「適用件数」、「適用総額」及び「適用額の上位10社割合」は、　「租税特別措置の適用実
　　態調査の結果に関する報告書」（財務省）に基づき記載
※「地方税への影響額」は、「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告
　　書」（総務省）に基づき記載

【R2 農水01】-214-



【R2 農水01】

-215-



【R2 農水01】-216-



【R2 農水01】

-217-



【R2 農水01】-218-



  
【R2 農水01】

-219-



【R2 農水01】-220-



【R2 農水01】

-221-



（評価実施府省：農林水産省）
【適用状況】

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 H29 区分 延長

＜令和3年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R2農水02）

　農業競争力強化支援法に基づく事業再編計画の認定を受けた場合の事業再編促進機械等の割増償却
　（事業再編計画の認定を受けた場合の事業再編促進機械等の割増償却）

措置内容

平成30年度時点  　農業競争力強化支援法の認定事業再編事業者が、事業再編促進機械等の取得等をした場合には、5年間、普
通償却限度額の40％（建物等は45％）の割増償却ができる。

令和元年度税制改正以後

令和2年度税制改正以後 　対象事業に肥料、農薬、配合飼料及び農業用機械の卸売事業及び小売事業を追加

　従前どおり

【基本情報】

 制度名
（措置名）

 租税特別措置法第46条の2、第68条の33

過去の政策評価の実績

 　農業競争力強化支援法に基づき、農業生産関連事業者において事業の再編等により経営体質の強化を図り、良
質で低廉な農業資材の供給や農産物流通等の合理化といった農業者の努力だけでは実現できない構造的な課題を
解決するための施策を講ずることにより、農業の競争力の強化を図ること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

 措置の適用期限を令和5年3月31日まで2年間延長する。

　 H28農水（認定事業再編事業者を対
象とする割増償却の特例）、H30農水
01、R1農水01

H23

H24

H25

H26

H27

H28

H29 1 41 － 5

H30 1 492 － 58

適用件数
（法人税・件）

適用総額
（法人税・千円）

適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

地方税への影響額
（地方法人二税・地方
法人特別税・千円）

※「適用件数」、「適用総額」及び「適用額の上位10社割合」は、　「租税特別措置の適用実
態調査の結果に関する報告書」（財務省）に基づき記載

※「地方税への影響額」は、「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告
書」（総務省）に基づき記載

【R2 農水02】-222-



【R2 農水02】

-223-



【R2 農水02】-224-



【R2 農水02】

-225-



【R2 農水02】-226-



【R2 農水02】

-227-



【R2 農水02】-228-



 
 
 

 
 
 

 
 

 

 
 

 

【R2 農水02】
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【R2 農水02】-230-



【R2 農水02】
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  1,911.4 0.027 13 670.9  
82 0.033 3 8.1  

        75 0.038 1 2.9  
100 0.059 2 11.8  
88.6 0.067 10 59.4  

        66.8 0.1 3 20  
45 0.125 2 11.3  

 
 

   38 13  
      150 100 4,980 4,080 228 1,500 1,500

6,000 6,000 100 50 10 150
24,848  
24,848 13 1,911.4 1  

   31 3  
      82 82 82 246  

246 3 82  
   27 1  

  75 1  
   17 2  

100 100 200  
      200 2 100  1  
   15 10  

200 110 200 150 22 4 50 50
50 50 886  

886 10 88.6 1  
   10 3  

100 100 0.48 200.5  
  200.5 3 66.8 1  

   8 2  
      50 40 90  
      90 2 45  1  
 

 
        20 0.084 2 3.4  

      3,270.8 0.1 9 2,943.7  
      1,020.4 0.125 5 637.8  
        17.5 0.143 2 5.0  
 

 
   12 2  

20 20 40  
40 2 20 1     

   10 9  
      5,570 6,120 3,060 3,060 517 1,555 1,555

4,000 4,000 29,437  
      29,437 9 3,270.8 1  
   8 5  
      3,800 500 400 400 2 5,102  
      5,102 5 1,020.4 1  
   2  

30 5 35  
35 2 17.5 1  

 
 

 
  1,950.9 0.027 11 579.4  

  82 0.033 1 2.7  
75 0.038 1 2.9  

        130 0.059 2 15.3  
116.7 0.067 12 93.8  

        93.3 0.1 3 28  
46.7 0.125 3 17.5  

 
 

   38 11  
      150 150 100 50 4,080 4,080 4,000

4,000 4,000 700 150 21,460  
21,460 11 1950.9 1  

   31 1  
82 1  

   27 1  
      75 1  
   17 2  

130 130 260  

【R2 農水02】-232-



      260 2 130  1  
15 12  

      200 200 110 60 200 200 150
40 70 70 50 50 1,400  
1,400 12 116.7 1  

10 3  
100 100 80 280  

      280 3 93.3  1  
8 3  

      50 50 40 140  
140 3 46.7 1  

 
 

      20 0.084 2 3.4  
      3,064.5 0.1 10 3,064.5  

1,862.5 0.125 4 931.3  
11.3 0.143 4 6.4  

 
 

   12 2  
20 20 40  
40 2 20 1  

   10 10  
      6,120 6,120 3,060 3,060 3,060 3,060

2,000 2,000 2,000 165 30,645  
      30,645 10 3,064.5 1  
   8 4  
      3,500 3,500 400 50 7,450  
      7,450 4 1,862.5 1  
   4  

  30 5 5 5 45  
45 4 11.3 1  

 

 
  

       

【R2 農水02】
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（評価実施府省：農林水産省）
【適用状況】

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 H21 区分 延長

　租税特別措置法第45条、第68条の27

過去の政策評価の実績

 　振興山村は、我が国の国土面積の約5割、森林面積の約6割を占めるなど、国土の保全、水源のかん養、自然環
境の保全等に重要な役割を担っている。一方、地勢等地理的条件は特に厳しく、人口の減少や高齢化の進行等によ
り、集落機能が低下し、コミュニティが失われつつある。このため、地域資源を活用する事業者の立地や設備投資を促
し、地域における雇用の増大等を通じて、地域のコミュニティの維持・再生を図ること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

 措置の適用期限を令和5年3月31日まで2年間延長する。

 　H22農水22、H24農水03、H26農水
07、H28農水09、H30農水05

＜令和3年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R2農水03）

　振興山村において農林水産物加工施設等を取得した場合の割増償却
 （特定地域における工業用機械等の特別償却（振興山村における産業振興機械等の割増償却））

措置内容

平成30年度時点  　山村振興法の振興山村として指定された地区のうち特定山村振興計画に記載された地区において、産業振興機
械等の取得等をした場合には、5年間、普通償却限度額の24％（建物等は36％）の割増償却ができる。

令和元年度税制改正以後

令和2年度税制改正以後 　従前どおり

　従前どおり

【基本情報】

 制度名
（措置名）

H23 6 46,984 － 6,071

H24 4 24,144 － 3,213

H25 16 90,659 95.1% 11,426

H26 15 229,300 97.5% 28,714

H27 8 57,565 － 6,953

H28 0 － － －

H29 0 － － －

H30 0 － － －

適用件数
（法人税・件）

適用総額
（法人税・千円）

適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

地方税への影響額
（地方法人二税・地方
法人特別税・千円）

※「適用件数」、「適用総額」及び「適用額の上位10社割合」は、　「租税特別措置の適用実
態調査の結果に関する報告書」（財務省）に基づき記載

※「地方税への影響額」は、「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告
書」（総務省）に基づき記載

【R2 農水03】-234-



【R2 農水03】
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【R2 農水03】-236-



【R2 農水03】
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【R2 農水03】
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【R2 農水03】
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( ) 

H27 H28 H29 H30   3  
( ) 

H27 1 1 1 1 1 
H28  4 4 4 4 4 
H29  8 8 8 8 8 
H30  12 12 12 12 12 

10 10 10 10
120 120 120

55 55
20
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 0 1 3 5 7 31 41 43 
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